
１．はじめに

　IT技術の発展により、ドライバー支援のための
多くのシステムが開発されている。ヒューマンエラ
ーの発生や、発生の可能性を予測して車の側により
安全を支援するシステムは事故防止の上で有効に働
くことが期待される。特に高齢者にあっては、視力
や注意力の低下など加齢に伴う心身の機能低下を補
う点で有効なシステムと言える。
　現在開発された、あるいは開発中のシステムは多
岐にわたっている。情報処理モデルからドライバー

支援を考えたとき、認知エラー防止システムとして
開発された夜間走行時の「ナイトビジョン」、障害
物への接近を警報してもドライバーが回避行動をと
らなかった場合にブレーキを自動的に作動させる衝
突速度低減システム、そして見通しの悪いカーブや
交差点で人や車の存在を知らせるための車−車間、
人−車間のコミュニケーション支援システムなどは
ドライバー側の知覚エラーを補うシステムとして極
めて有効と思われる。VICS（Vehicle Information 
and Communication System）による渋滞情報、規制
情報、所要情報、駐車場、緊急情報など各種交通情
報の提供は、心理面において、情報を得ることによ
る不安の解消をもたらすであろう。そして、その心
理的安定性は、注意のための認知的リソース確保の
上でも役立つであろう。判断や操作エラー防止シス
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テムとしては、不適切な車間距離を検知してブレー
キの自動制御が作動する車間距離自動制御運転シス
テムなどがある。「主観的な安全と客観的な安全」１）

の乖離を車の側で補いうるシステムとして期待され
る。さらに、居眠りを検知してドライバーに警報を
送る居眠り警報システムなどは生理的なレベルにま
で入り込むことで安全を支援するシステムとして将
来のASV（Advanced Safety Vehicle）の方向性を示
す典型例として挙げられる。
　ITS（Intelligent Transport System）の詳細は他の
専門書に任せるが、一般にITSの特徴としては、従
来のパッシブセイフティ（事故発生時の被害を最小
限にする安全システム）に加えてアクティブセイフ
ティ（ウォーニングにより事故を未然に回避するた
めのシステム）を強く打ち出している点であろう。
森地らは、この考え方の背景として、「自動運転に
ついてはゴールが遠すぎる」ことをあげ、ASVの機
能はドライバーが主体的に操作を行った場合にこれ
を優先させることを原則としていることを述べてい
る２）。
　森地らはさらに、車両の安全性が向上するときに
最も危惧されるのがシステムへの過信であることを
指摘している。ドライバーが必要以上にシステムを
過信することは、システム本来の効用が発揮されな
いことにつながる。清水も多くの自動車メーカーが、
ITSのゴールが自動運転ではなく、あくまでドライ
バーを支援するに過ぎないと明言していることを指
摘し、「ドライバーが技術を食う」という表現で警
告している３）。この問題点について交通心理学の
分野では、ワイルドがリスク補償説４）として論を展
開した。ワイルドによれば、運転行動はターゲット
レベル（ドライバーがこの程度の危険までならば許
容範囲とする危険目標値）に対して、運転場面での
リスク評価との比較に基づいて決定されるとする。
アンチロックブレーキシステム（ABS）の搭載され
た車両を運転したときに、ABS装置のない車両に
比べて速度が増加したという観察結果は、安全シス
テムを利用したドライバーの行動特性を示すもので
ある。
　森地らが指摘するように、機械による運転の完全
自動化はまだ実現困難な状況にあり、ヒューマンエ
ラーの発生による事故の可能性が避けがたいのが現
実である。現在開発されている支援システムの解決
すべき課題として、筆者は、現行の支援システムが
運転者をパッシブな立場に置きすぎていることを懸

念する。ワイルドが指摘するように、ドライバーは
アクティブな存在である。安全の余裕があると認識
すれば、その安全性の余裕を利用するのが人間の常
である。急ぎの状態やいらいらしたりしていれば、
リスクテイキングも行う。ドライバーが自らの安全
を自らが管理することを支援することも大切ではな
いだろうか。ドライバー自身がみずからの安全運転
適性についての学習機能を持たせた車の開発が必要
に思われる。
　そのような視点での自動車開発を考えるとき、交
通心理学からいかなる提言が可能であろうか。運転
行動モデルの提供、運転者の心理的特性、そして、
行動変容のための心理学的知見を紹介しながら、こ
れからのASVのあり方について論を進めたい。

　２．運転行動モデル

　２−１　運転行動をどう捉えるか
　運転行動を数量的にどう評価するかは交通心理学
においても大きな課題であった１）。運転行動の安
全性が運転技能や認知機能によって決定されるとの
見方は、ドライバーを情報処理プロセスと捉えた古
典的なIPDE（Identify:認知−Predict:判断−Decide:
決定−Execute:操作）モデルによる。今日の安全支
援自動車は主にこのIPDEモデルをベースにしてい
る。モデルの中での判断過程Pや決定過程Eはドラ
イバーの内的過程であるが、その過程でのエラーは
最終的に操作エラーとして現れるので特に人間の内
部まで知らなくてもよいのであろう。しかし、ドラ
イバーの行動決定要因が運転の動機づけのあり方に
よって規定されるし５）、ワイルドが述べたように
状況についてのリスク評価とドライバー自身の受容
可能なリスク目標値との比較において運転行動が決
定される４）ということになれば、より高次な心理的
過程を想定した支援システムの開発も必要となる。
　EUでの初心ドライバー教育の基本としてGDEマ
トリックスが発表された６）。GDEマトリックスは
ケスキネンの運転行動階層モデルを基礎としてい
る７）。運転行動階層モデルによれば、運転技能の
みが安全を保障するものではなく、どの程度の運転
技能が必要かは交通状況についての危険予測力によ
り決定される。そして、どの程度の危険予測力が必
要かは、ルート選択や出発時刻など運転計画力によ
って影響される。この運転計画力は、さらに上位に
位置づけられる感情コントロール力などの生活全般
にわたる適応力により影響されるという 。 GDEモデ
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ルはドライバー教育の内容を特定するためのモデル
であるが、ケスキネンの階層モデルの四つのレベル
各々において、自己評価技能教育の重要性が指摘さ
れている（Table 1参照）。自己評価技能の重要性が
指摘された背景には、ドライバーの自己評価力の低
さがある。
　２−２　自己評価技能の課題:主観的安全と客観

的安全の乖離
　主観的な安全と客観的な安全の乖離問題が多くの
研究において指摘されている。特に高齢者において
は自身の運転についての過信が指摘されている８,９）。
太田は、 国際交通安全学会IATSSプロジェクト研究
（２０００−２００３）において高齢ドライバーの自己評価の
妥当性について検討を行った。参加者１９４名につい
て、日ごろの運転振りを振り返り、２０項目について
４段階尺度での自己評価を求めた。ついで、教習所
内のコースを実走行してもらい自己評価表と同一の
評価表による指導員の評価を求めた。２０項目の平均
値を年齢との関係で検討したところ、 Fig.1のような
結果が得られた。年齢とともに自己評価は高くなっ
た。一方、指導員評価平均値は年齢とともに減少し
た（Fig.2参照）。

　しかしながら、過信問題は一人高齢ドライバーの
みの問題に留まらない。太田は日本自動車連盟（JA 
F）の協力を得て、JAFメイト読者３,５００名あまりに
対して、車間距離についての意識調査を行った１０）。
ドライバーが自分のとっている車間距離をどう理解
しているか。アンケート調査では「あなたはどの程
度の車間距離をあけていますか？」とのアンケート
での質問に対して、「距離を目安にする」とした回
答者が３,４１１名、「時間を目安にする」とした回答者
数が１７８名であった。特に「時間を目安にする」と
回答した１７８名を分析対象に１秒間隔でその人数の
分布図を作り、その上に国際交通安全学会が東名高
速道路において調査した車間時間と重ね合わせてみ
た（Fig.3を参照）。主観的にはドライバーは十分の
長さをとっているつもりでも、実態とはかなりの乖
離がある。東名高速道路での車間時間分布が一般的
傾向を示しているか否かについて、その後筆者が国
道２８６号線での車間時間測定を行ったが、ほぼ同様
の分布図を示した。
　ドライバー自身が自らの客観的な安全度について、
フィードバック情報を与えるような車づくりも重要
である。
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Table 1　GDEモデル

自己評価知識・技能
自分の感情コントロ
ール力や危険敢行傾
向

感情コントロール・
自己コントロールと
運転

レベル４:
感情コントロー
ル

自分の運転計画や運
転目的と安全性につ
いて

運転計画レベル３:
運転計画

自分の危険予測やコ
ミュニケーション力

危険予測力やコミュ
ニケーション力

レベル２:
危険予測

自分の運転技能や法
規理解運転技能や車両特性レベル１:

運転技能
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Fig. 2　指導員による運転評価：年齢別
注）評価は4点満点。

実際の車間時間分布曲線
主観的にとっていると思っている
車間時間分布曲線
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Fig. 3　主観的車間時間と客観的車間時間

Fig. 1　参加者の自己評価：年齢別
注）評価は4点満点。



　３．メタ認知系による適性管理

　前章で述べたように、ドライバーにあっては自己
評価技能に課題が多い。主観的安全が客観的安全と
乖離している事実は大きな問題である。主観的世界
が人間の行動要因であることは、心理学の古典的モ
デルであるレビンのB＝f（P．E）の図式を持ち出す
までもない。人の行動は、自分をどう思うか、環境
がどう映るかによって決定される。ケスキネンの運
転行動階層モデル７）を基にしたEUプロジェクトの
成果物であるGDEモデル６）において、四つの運転行
動階層レベルのいずれにおいても自己評価技能教育
の必要性を述べているが、それは上述した筆者が紹
介した諸研究でも明らかである。丸山は、認知心理
学的観点からドライバーの安全運転行動を考え、「メ
タ認知系による適性管理」を提案した１１）。
「メタ認知系による適性管理」とはどのような意味
か。メタ認知とは、「認知の認知」のことである１２）。
「認知する自分を認知する」「見る自分を見る」「意
識する自分を意識する」など、表現はいろいろある
が、要するに自分を客観視することである。換言す
ればセルフ・モニタリングしている姿である。この
メタ認知は自己制御のために欠くことのできないシ
ステムとして機能する。メタ認知系による適性の自
己管理は次の三つのプロセスからなる。
１）自己理解（丸山は「覚知」という言葉を使用し
た）

　自分が何者かを知ることが始まりである。自分が
どんな特徴を持っているかについて、私たちは知っ
ているようで知らない。特に、自分に都合の悪いこ
とや自分に不快や不安をもたらすような自分の姿は
抑圧されて潜在意識に押し込められることが多い。
交通安全関係で言えば、すでに紹介したように、多
くのドライバーが自分の安全性は普通以上だと思っ
ているし、５段階尺度で運転振りを評価してもらう
と４以上の評価をすることが多い。しかし、これは
実際とはかけ離れていると言わなければならない。
適性検査は客観的な自己理解のために役立つのであ
る。
２）モニタリング
　運転中にハッと自分に気づくことがある。「ちょ
っと疲れてきたな」「今日は少しいらいらしている
みたいだ」とか、運転にとって不適切な自分を意識
することがある。自己理解（覚知）はいろいろな機
会にもたらされる。「他人から言われる」「他人と

比較して」「検査結果を見て」など自分を外から眺
める機会に多く体験される。自分は神経質な性格だ
と感じていたり、焦りやすい性格だと知っていると、
特定場面に出会った時に「あっ、いま自分の焦りや
すい性格が出ているみたいだ」とのモニタリングが
起動する。
３）実効制御
「ちょっと疲れてきた」とのモニタリングが起動し
たときに私たちは「すこし、休もうか」ということ
になる。それが、実効制御である。疲れたとわかっ
ていても、もうちょっとがんばろうとするのは、実
効制御が実現できていないということになるのであ
ろう。「あっ、いま自分の焦りやすい性格が出てい
るみたいだ」とモニターできたときに私たちはどう
したらいいだろうか。わかっていてもそのままにし
てしまうのは実行制御できてない例である。
　運転ぶりについての特性（くせ）を自ら理解（覚知）
できるように支援し、危険運転発生時にはモニタリ
ング力を支援し、そして安全運転の実行を支援する
ような車のシステムを考えなければならない。

　４．交通心理学的観点からの提案：
　　　自己理解と行動変容の関係から

　筆者はドライバーをもっとアクティブな存在とし
て位置づけ、ドライバー自らが自身の安全適性を管
理向上させるための支援の役割をASVが持つこと
を提案したい。今日のセンサー技術とIT技術の発
達はドライバーの客観的な安全診断に十分寄与しう
ることが期待できる。この先進技術をドライバー自
らが、自らの適性管理のために利用することができ
るのではないだろうか。
　４−１ 自己意識が高まる状況とは？
　メタ認知系による適性管理が可能となるためには、
ドライバーが自らを意識することを前提とする。そ
もそも人はどのような状況で自分をより明確に意識
するのだろうか。ヴィックルントとデュバル１３）は、
自覚状態理論のなかで「かくあるべきだ」「かくあ
りたい」との理想の自己イメージ、行動倫理・規範
に対して現実の自分との矛盾を自覚したときである
と述べている。例えば、「鏡を見る」「面接試験な
ど他人から観察される」ときなどは特に自分を意識
せざるを得ない。そして、現実の自分を意識した後
には、自分の持つ基準内容に合うように行動しよう
と努力する存在だとする。注意が自己に向けられて
いるというのは、自らが自らを認識の対象としてい
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るということであり、自分自身から離れ、外側から
自分を眺めている状態であり自己を客観視する姿で
ある。安全でありたいという欲求はマズローの階層
モデル１４）からすると人間の基本的欲求に近い。こ
の基本的欲求に対して現実の自分との矛盾した情報
を提示することは、ドライバーをして自己意識の高
まりを促さざるを得ないこととなろう。
　前節で自分が安全と思っている車間距離が客観的
に見ると極めて危険な実態を見た。自分の運転につ
いての主観的安全と客観的安全の乖離をフィードバ
ックするシステムが必要である。太田と國分１５）は
車間距離を速度との関係で車間時間に換算し、被験
者としてのドライバーが走行中にとった車間時間の
安全性についてグラフを作成して提示した。グラフ
には、その危険度（安全度）についての車間時間分布
を「非常に危険」「危険」「やや危険」「安全」の
４段階に分けて示した。危険距離で走ったのが全走
行中何パーセントか、安全距離で走行したのは何パ
ーセントであったかといった具合である。フィード
バックの方法として、グラフの見方を説明し、単に
その事実をドライバーに示すこととした。そして、
フィードバックしないコントロール群との比較をし
たところ、実験群にあっては、その後の車間距離は
有意に変化した。また、小野寺、八嶋、太田１６）は、
４台のカメラを搭載した実験車両を運転したのち、
ドライバー自身にその安全運転度の評価を求めた。
チェックポイントをいくつか設定し、その場面ごと
に安全運転方法をドライバー自身が明確化・意識化
したのちに、ドライバーは自分の運転録画映像を見
た。その結果、走行前に行った自身の運転ぶりにつ
いての自己評価と比べて、観察後の自己評価は有意
に 低下 した。 GDEモデルで言えば、運転技能と確認
の確かさについての自己評価技能の向上が認められ
たといえよう。主観的安全が客観的安全と矛盾した
状態についてのフィードバック情報がドライバーを
して自己を意識させた結果を示す証左であると考え
る。
　４−２ 他者比較によるフィードバック
　次に、有効な方法として考えられるのは、他者と
の比較によるフィードバック情報である。客観的安
全からの乖離の程度をフィードバックすることで主
観的安全を修正させる試みを上に述べた。しかし、
客観的安全についての情報が必ずしもドライバーに
受け入れられるとは限らない。
　３０年 以 上前 にな る が、 １００キ ロ 以上 の 速度が出たと

きの警報装置が車両に設置されたことがある。１００キ
ロ（ １ ０ ５ キロだ っ た かもしれない）の走行速度を超
えると「チリン、チリン」といった音が聞こえてき
た。この警報システムは高速道路における制限速度
オーバーの行動を抑える為のモニタリング支援装置
であったが、間もなくこのシステムは消えてしまっ
た。ドライバーの安全行動への変容に有効ではなか
ったということであろう。有効でなかった原因は何
か。この警報が道路交通法をベースに導入されたた
めではなかったかと筆者は考える。ドライバーの運
転行動を変化するためには道路交通法だけでは不十
分であった。実勢速度がそもそも100キロを超えて
いる。ドライバーにとって100キロの速度が主観的
危険、あるいはワイルドのいうターゲットレベルか
らはかけ離れていたのである。何キロオーバーなら
ば危険域に入るかはそもそも不明であった。少なく
とも言えることは 、 １００キロ 走 行はドライバーにと
って安全速度であるとの認識であり、改めて制限速
度を超えたからといって有効な情報とはなっていな
かった。
　この試みの失敗の原因を結論づけると、道路交通
法に基づいたことであった。安全速度はドライバー
の操作技能や車両の性能（そして、ドライバーの主
観的な操作技能と車両性能）に依存するにもかかわ
らず、それとは受け入れがたい道路交通法を基準に
したことは安全についての意識化どころか、心理的
抵抗をもたらしたのではないかと推察する。そもそ
も多くのドライバーが100キロ以上で走っていて何の
問題も起きていない。ドライバーは少なくとも主観
的にはそう思っている。「みんながしているのに、
なぜ問題なのか」という疑問である。この疑問が重
要なヒントになるかもしれない。つまり、みんなが
していないことであれば、その情報をフィードバッ
クされたとき、われわれは自己と対峙せざるを得な
くなる。
　速度についての安全度のあいまいさを述べたが、
車間距離についても同様である。ドライバーはなぜ
危険な車間距離で走っているにもかかわらず、それ
に気づかないのか。車間距離や車間時間を問われれ
ば、ドライバーの多くは距離や時間を過大に申告し、
自分の安全運転 ぶ り の 高 さ を 評 価 と して報告した１０）。
そもそも距離感や時間感覚は正確ではない。筆者の
実験でも50メートルの距離を20メートルか ら 100メ
ートルの幅で見積もるという具合にドライバーによ
ってまちまちであり不正確であった１７）。学習理論
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からすれば、短い車間距離が修正されないのは、恐
らくは、自己の行動が常にプラスの強化を受けてい
るためと思われる。「いつもこの距離で走っていて
事故を起こさないし、先行車両のブレーキにも対応
できているという経験」はドライバーにとってプラ
スの強化を意味するため、せまい車間距離をとる行
動が学習され固定化される。事故発生といったマイ
ナスの強化がない限り、この学習行動は持続するで
あろう。しかし、そもそも、今自分がとっている車
間距離が安全か危険かは極めてあいまいではある。
その検証を個人的に行うためには、先行車の急ブレ
ーキや、ドライバー自身のちょっとしたよそ見運転
の結果としての追突事故の経験の有無ということで
あるが、しかし、車間時間分布の最頻値が１秒とい
うのは、明らかに危険範囲である。多重追突事故の
発生はこの危険行動の結果ではあるが、多くのドラ
イバーにとっては自分の問題として捉えることが少
ない。
　あいまいな場面での評価を意識化し、行動変化を
もたらす方法として、フェスティンガーのモデルが
参考になる。フェスティンガーの社会比較モデル１８）

によると、人は社会で適応的に生きていくために、
自分の能力や意見の妥当性を評価したいという欲求
があり、そのために社会比較（他者との比較）を行う
という。 人間の行動変容には①upward comparison 
と②downward comparisonの二つの方法が考えられ
る。①は、文字通り「上」との比較である。他者と
くに模範ドライバーとの比較により自己理解を図り
安全行動を学習する方法である。②は、「下」との
比較である。他者の行動を観察するなかで自分自身
を他者に投影する心理的過程を意味する。例えば、
「ひとの振り見て、わが振り直せ」とは古来よりの人
格形成の一要因であるが、人の行いを観察すること
は、自分の姿を振り返る機会になる。フィンランド
での教育方法にミラーリング法というのがある。ミ

ラーリング法は他者行動を観察したり、他者の意見
を聞くことで自己の行動を振り返る方法として１９９７
年に開発された１９）。
　①の方法での比較対象となるドライバーは、教習
所指導員であったり、長年（例えば３０年間）無事故無
違反ドライバーなどが考えられる。これらのドライ
バーの運転ぶりと自分の運転ぶりでどこが違うのか
を具体的にビジュアルに示すのである。あるいは、
自分の運転振りが平均的なドライバーから見てどの
くらいずれているかをフィードバックされることも
効果があると考えられる。
　筆者は②を応用して、他者観察による安全教育プ
ログラムを開発した２０）。この教育プログラムで用
いた運転行動の映像はあえて模範ドライバーの映像
ではなく、危険運転を行うドライバーたちの姿であ
った。教育参加者たちは、はじめその危険ぶりに批
判の言葉を与えるが、次に起こってくるのは自分の
運転行動との比較であった。「確かに、あのような
危険を自分はしているかもしれない」と自覚し始め
るのである。北村はこれを反対的形成の言葉で表し
た２１）。
　４−３ 有効なフィードバックとは何か
　フィードバック情報のあり方を考察してきたが、
最後にフィードバック情報の具体性と実行可能性を
述べたい。フィードバック情報の有効性として、「即
時性」「具体性」「実行可能性」があげられる２２）。
安全診断におけるフィードバックはこの原則が重要
となる。以前筆者はドライバーの録画映像をもとに
安全確認面と安全行動面からレーダーチャートを作
成して（Fig.4参照）、ドライバーにフィードバック
することを試みた２３）。しかし、「具体性」の面か
らは必ずしもこれはふさわしくなかった。フィード
バック情報は具体的でなければ「実行可能性」も薄
いからである。危険知覚面で隠れた危険発見の得点
が低いとの結果が出たときに、具体的にどの場面で
のどのような行動が不足していたのかもフィードバ
ックし、その不十分な確認行動が続いたときにどの
ような事故発生につながりやすいかも示すことでド
ライバーはより具体的に自己理解が可能となるもの
と思われる。そして、危険を知覚した後の行動の適
切さについても同様の方法によりフィードバックす
ることで具体的にどう行動することが必要なのかの
実行方法を教示することも必要となる。
　以上、安全に関する自己意識を高めるための心理
学での知見を示し、ドライバー自身によるメタ認知
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系による適性管理の考え方を紹介した。ドライバー
支援システムとしての車づくりを具体化するために
はさらにクリアしなければならない問題が残ること
を承知しつつ、本論文としてはその方向性を心理学
の観点から提案し、工学に携わる諸氏にその判断と
工夫を委ねることとしたい。
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